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２００３年１月１７日

経済財政に関する基本方針（骨格）
～「予算の構造改革」で経済再生を～

民主党『次の 内閣』

●「予算の構造改革」で将来への期待と安心感を

　私たちは、デフレを克服し、経済を再生するために、以下のとおり、間違った税金の使い方を

改め、限られた貴重な税金を、将来不安を解消しつつ、眠っている需要とこれに対応する供給力

とを覚醒させることに集中投資する。歳入面も含めた抜本的な「予算の構造改革」によって、国

民の不安感、閉塞感を払拭し、将来への期待と安心感を醸成していく以外に、日本を再生させる

道はない。

１　『潜在的需要』を掘り起こす

国民が求めているサービスや財は、数限りなくあるが、その内容は、まだ貧しかった高度成長

期から、少子高齢社会、成熟社会へと時代が移り変わるにつれて、大きく変化している。

　　 ところが、社会全体としての供給が、こうした需要の変化に対応しきれていないために、こう

した需要を掘り起こすことができないでいる。このギャップを埋めることこそが、経済を再生す

るためポイントである。

　　　民主党は、税金の使いみちを、こうした潜在的需要に対応した供給を育てる部分に大きく移

し変えることで、その顕在化を図る。

２　『将来不安の解消』を図る

日々高まっている「将来の不安」は、国民の財布の紐をさらに固く閉ざし、潜在的な需要を消

費に結び付けていく上での最大の障害となっている。

民主党は、年金・医療・介護など将来不安を小さくするための施策に、予算を重点配分すると

ともに、将来の増税につながる国債依存から可能な限り早期に脱却するため、最大限の努力を続

ける。

３　『仕事を生み出す』

将来不安の中でも、特に、緊急な対応を要するのは、雇用問題である。職を失い、職を得るこ

とができないことは、生活の基盤を崩壊させ、さらには、人間としての尊厳をも失わせかない。

幸い「潜在的需要」に対応する供給は、多くの雇用につながるサービス分野が中心である。民

主党は、特に、仕事を生み出す分野に優先的に予算を配分する。

また、就職、再就職支援のための職業訓練や職業紹介システムの充実などで、人材の能力を最

大限に引き出すことにより、雇用需給のミスマッチを解消し、雇用不安の一刻も早い解消を図る。

４　『地域の個性を生かす』

　　 成熟社会を迎え、価値観が多様化している中では、潜在的需要そのものも、地域によって大き

く異なっている。政府が、集権的・統制的・画一的に対策を打っても、こうした需要を顕在化さ

せ、新たなビジネスを生み育てていくことはできない。

　　　民主党は、紐付きの補助金を、自由に使える一括交付金に振り替え、地方の個性と意欲が生

かせるシステムを構築する。
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５　『必要な資金を循環させる』

　　　潜在的需要に対応した新しいビジネスを生み出すためには、こうした分野に必要な資金が供

給される必要がある。不良債権問題の一義的な課題は、借り手企業の整理ではなく、貸し渋りや

貸し剥しを阻止し、こうした資金供給が可能な金融システムを回復させることである。

　　　民主党は、バブル大企業に対する金融と、新たなビジネスにつながりうる中小企業金融とを

二分して、特に後者に対して、必要な資金が流れやすいシステムを作る。同時に、経営責任の明

確化を前提に、公的資金の注入による一時国有化を断行して、金融システム全体の再生を急ぐ。
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＝８．８兆円の重点投資で、１００万人の仕事を生み出す＝
～民主党予算案のポイント～

１．『潜在需要』を掘り起こす　　重点配分額＝４．９兆　雇用増＝６９万人

障害者や高齢者向けのグループホーム１万戸増設計画の推進　　　　…７４００億

必要とする児童全員が学童保育に入所できる体制の整備　　　　　　…　　８７億

公立小中学校における「３０人学級」を今後５年で完全実施　　　　…　９６０億

居住空間を倍増、バリアフリーなど高品質な住宅の建設推進　　　　…１６００億

循環型経済や農業の支援による里地・里山の保全　　　　　　　　　…　５００億

政府の調達条件となりつつあるＩＳＯの中小企業取得を支援　　　　…　　３０億等

２．『将来不安の解消』を図る　　重点配分額＝０．９兆　雇用増１万人

患者窓口負担の３割引き上げを凍結　　　　　　　　　　　　　　　…　４００億

介護保険の国庫負担引き上げによる介護報酬引き上げ　　　　　　　…４０００億

支援費制度実施に向けて障害者ホームヘルプ事業を拡大　　　　　　…　　２８億

「失業者生活資金貸付制度」の利率引き下げ、償還期間等延長　　　…　５００億

国立病院を拠点とする小児医療等の救急体制整備　　　　　　　　　…　　３６億

酒、たばこなどの大衆増税は認めない（約 3000億の国民負担減）

公共事業、特殊法人向け支出、公務員定数増の凍結等による歳出削減(8.8兆の歳出減)

自動車関連諸税の減税と共に環境税を導入し温暖化を抑制（税収中立）　　　　　等

３．『仕事を生み出す』　　　　重点配分額＝２．２兆　雇用増２６万人

新たな国民負担無しで雇用保険の財政基盤を安定化　　　　　　　　…５０００億

職業訓練の充実、対象者の拡大など職業能力開発支援制度を創設　　…５０００億

最悪の雇用状況を踏まえ、緊急地域雇用創出事業を拡充　　　　　　…１６００億

地域労使で策定している雇用創出プランの支援等　　　　　　　　　…　　７６億

介護労働者の育成のため、高校新卒者の関連資格取得支援　　　　　…　２１０億

「若者無業」の解消に向け、高校に職業カウンセラー配置　　　　　…　　９０億　等

４．『地域の個性を生かす』　　　　　　　　　（一括交付金額＝１５兆）

従来の個別零細補助金を原則禁止し、１５兆円規模の「一括交付金」を創設する。「一

括交付金」は現在ある個別の補助金を統合するものであり、新たな財政需要は生じない。

５．『必要な資金を循環させる』　　　　　　　　　重点配分額＝０．８兆

「セーフティネット保証」など中小企業向け信用補完制度拡充　　　　…６０００億

ＤＩＰファイナンス等の再建途上中小企業向け融資制度を拡充　　　　…　３００億

「目利き」の配置による政府系金融機関審査能力向上　　　　　　　　…　２００億

新創業融資制度の拡充等創業・新事業進出等への資金供給円滑化　　　…　１２０億 　　　

「シャッター通り」解消に向けた中心市街地活性化推進　　　　　　　…　２８０億等
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【民主党予算案　概要】
１．予算規模

　歳入歳出の規模は、政府案と同じ８１．８兆、一般歳出も同様の４７．６兆

２．税収

○政府の税制改正は行わないこととし、先行減税分１．５兆は見込まない。

○民主党の税制改正案に則り、「ローン利子控除制度」の創設、１．３兆規模の政策減

税など約３．３兆の減税を行う。

３．環境税創設

○上記の税制改革の他、約９０００億円規模の環境税を創設する。同時に自動車関連諸

税の減税を行うことにより、税収中立とする。

○環境税収の使途は、地方の道路整備財源及び新エネルギー開発普及等温暖化防止に有

用な分野に優先的に配分する。

○国、地方における道路特定財源制度は廃止する。

４．歳出の見直し

○公共事業の大幅見直し、民主党「特殊法人改革案」に則った特殊法人・独立行政法人

等向けの支出の見直し等で８．８兆円の歳出を削減する。

５．雇用と安心を生む分野への重点配分（総額８．８兆・雇用創出１００万人）

○上記歳出によって生まれた財源を雇用と安心を生む分野に重点配分する。これによっ

て１００万人の仕事を生み出す。

○グループホーム（高齢者・障害者向け）１万戸増設、居住空間倍増・住まいの質向上、

「３０人学級」の推進など、現在のニーズに合ったサービスを提供し、潜在需要を掘

り起こす（配分額＝４．９兆・雇用創出＝６９万人）

○医療費３割負担凍結、介護保険国庫負担拡大、障害者ホームヘルプ事業拡大などに重

点配分し、不安を解消する（配分額＝０．９兆・雇用創出１万人）

○国民負担増無き雇用保険の財政基盤強化で不安を解消し、職業訓練に重点を置き人材

を育成し、働く場としての新たな産業を起こす。若者の無業対策に全力で取り組む（配

分額＝２．２兆・雇用創出２６万人）

○中小企業が、新しいニーズに迅速に取り組めるよう、必要な資金が円滑に調達できる

環境を創る。（配分額＝０．８兆円）

６．「一括交付金」の創設

○民主党の従来の政策に則り、「一括交付金」を創設する。１５兆円規模の裁量可能な

資金を地方に渡すことによって、地域の活力を高める。
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【民主党　平成１５年度予算案　総括表】

民主党案 　民主党案説明

《歳入》

　税収

　税外収入

　特別会計財源繰入

　公債金

　　　　歳入合計

　４０．５兆

　　　　４１．８兆

　　　　＋１．５兆

　　　　▲３．３兆

　　　　＋０．５兆

　　４．２兆

　　０．７兆

　３６．４兆

８１．８兆

政府案税収見込み

政府改正案撤回に伴う増収

民主党減税案実施に伴う減収

環境税導入・自動車重量税暫定税率

廃止による国分税収相殺

政府案見込額（３．６兆）に比べ、

０．６兆（国有財産売却収入）増

特定財源制度廃止に伴い、

揮発油税収の道路特別会計

直入分を一般会計に繰入

（政府案に比べ皆増）

政府案と同じ

政府案と同じ

《歳出》

　公債費

　地方交付税

　一般歳出

　１６．８兆

　１７．４兆

　４７．６兆

いずれも政府案と同じ

歳出合計 　８１．８兆
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民主党　平成１５年度予算案　一般会計　主要経費別内訳

事項

平成１５年度

予算額（兆円） 主な事項説明

一括交付金関係
　　町づくり
　　教育
　　社会保障
　　農業・環境
　　地域経済
　　その他

社会保障関係費

文教・科学振興費

国債費

恩給関係費

地方交付税交付金

地方特例交付金

防衛関係費

公共事業関係費

経済協力費

中小企業対策費

エネルギー対策費

食料安定供給関係費

産投繰入

その他事項

予備費

　　　　１５．０
　３．６
　２．４
　７．５
　１．３
　０．１
　０．１

　　　　１１．７

　　　　　４．６

　　　　１６．８

　　　　　１．２

　　　　１６．４

　　　　　１．０

　　　　　５．０

　　　　　１．９

　　　　　０．４

　　　　　１．４

　　　　　０．８

　　　　　０．２

　　　　　０．２

　　　　　５．１

　　　　　０．４

公共事業関係補助金の一括交付
教育関係（義務教育費国庫負担金含
む）
社会保障関係補助金の一括交付
農業、環境関係補助金の一括交付
雇用、中小企業関係補助金の一括交付
上記に含まれない分野の一括交付

医療費窓口負担増凍結、雇用保険給付
カット凍結、保育所・学童保育拡充
一括交付金化で見かけ上減少　等々

「３０人学級」実施
奨学金の充実、高校生のホームヘルパ
ー資格取得支援等
一括交付金化で見かけ上減少　　等

政府案と同じ

政府案と同じ

政府案と同じ

政府案と同じ

政府案と同じ

ダム事業の一時凍結等直轄事業半減
一括交付金化で見かけ上減少　　等
見直し実現まで大幅減

信用補完制度充実等

エコカー普及国家プラン実施等

一括交付金化により見かけ上減少

政府案と同じ

警察官増員　　　　　　　　等

合計 　　　　８１．８
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民主党　平成１５年度予算案　一般歳出における政府案との比較
（一括交付金はそれぞれの経費区分に分類し、内数としている）

事項 民主党案（兆円）

Ａ

政府案（兆円）Ｂ

Ａ－Ｂ　差額

カッコ内は増減

率

社会保障関係費

文教・科学振興費

恩給関係費

防衛関係費

公共事業関係費

経済協力費

中小企業対策費

エネルギー対策費

食料安定供給関係
費

産投繰入

その他事項

予備費

　　　　１９．３

　　　　　７．１

　　　　　１．２

　　　　　５．０
　

　　　　　６．３

　　　　　０．４

　　　　　１．４

　　　　　０．８

　　　　　０．３

　　　　　０．２

　　　　　５．５

　　　　　０．４

　　　　１９．０
　　　

　　　　　６．５
　　　

　　　　　１．２
　　　

　　　　　５．０
　　　

　　　　　８．１
　　　

　　　　　０．８
　　　

　　　　　０．２
　　

　　　　　０．６

　　　　　０．７

　　　　　０．２

　　　　　５．１

　　　　　０．４

　＋０．３
　（ ＋ １ ．
５％）

　＋０．６
　（ ＋ ９ ．
１％）

　　０．０

　　０．０

　▲１．８
　（▲２２％）

　▲０．４
　（▲５６％）

　＋１．２
　（ ＋ ７ １
４％）

　＋０．２
　（＋３７％）

　▲０．４
　（▲５９％）

　　０．０

　＋０．４
　（ ＋ ７ ．
４％）

　　０．０
合計 　　　　４７．６ 　　　　４７．６
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【歳入内訳】

●算定のスタート（基準）＝政府税収見込み（別紙・注１）　　　　：４１．８兆

●歳入増＝政府税制改正の凍結　　　　　　　　　　　　　　　　　：＋１．５兆

●歳入減＝民主党減税案による減収　　　　　　　　　　　　　　　：▲３．３兆

内訳：　ローン利子控除制度創設　　　　：　１兆円程度

　　　　　　　住宅譲渡損失繰越控除制度拡充等：　確定困難

　　　　　　　ＮＰＯ支援税制拡充　　　　　　：　　１００億程度

　　　　　　　登録免許税定額手数料化　　　　：　７０００億程度

　　　　　　　法人税政策減税　　　　　　　　：　１．１兆

　　　　　　　中小企業減税　　　　　　　　　：　０．２兆

　　　　　　　連結付加税廃止　　　　　　　　：　　７００億程度

　　　　　　　株式譲渡益課税ゼロ税率　　　　：　１８００億程度

　　　　　　　エンジェル税制拡充　　　　　　：　確定困難

　　　　　　　中小企業留保金課税廃止　　　　：　　８００億程度

●環境税創設＝増収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：＋０．５兆

　　　内訳：　環境税収　　　　　　　　　　　：　０．９兆

　　　　　　　自動車重量税暫定税率廃止　　　：▲０．４兆

●税外収入（政府予算案）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：＋４．２兆

　　　内訳：　政府案見込み額　　　　　　　　：　３．６兆

　　　　　　　国有財産売却収入　　　　　　　：　０．６兆

●特定財源の一般会計取り込み　　　　　　　　　　　　　　　　　：＋０．７兆

内訳：　揮発油税　　　　　　　　　　　：＋０．７兆

●国債発行額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：３６．４兆

●歳入総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：８１．８兆



- 9 -

【歳出削減額内訳】

１．公共事業費（別紙・注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．６０兆

　一般会計公共事業関係費　　８兆９７１億

　　内訳：　一般会計の直接支出額を半減　　　……▲０．６兆

　　　　　　特別会計における事業の大幅見直し……特会繰入額▲３．０兆

２．一括交付金化に伴う削減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．２兆

　　民主党「一括交付金案」対象補助金総額（一般会計分）　１５兆８４４３億

⇒「一括交付金」化に伴う補助申請事務簡素化、効率的事業執行等で２割減

３．特殊法人等向け支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．２６兆

　　民主党「特殊法人改革案」による特殊法人、独立行政法人等支出見直し

　　　　　　　　支出見直し対象法人＝２８法人

（特別会計から支出されているものは、当該特別会計への支出削減もしくは当該特別会

計より不要額を一般会計繰入の措置を行う）

４．国家公務員人件費・国会議員歳費削減（別紙・注３）　　　　　　０．１兆程度

　　本年予定されている約３０００人の定員増の停止、指定職以上の退職金水準の見直

し、異動手当見直し、国会議員歳費削減等

５．ＯＤＡ削減等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４兆程度

　　ＯＤＡ大綱の見直し及び見直しに沿った予算が実現するまでの間、ＯＤＡ予算を大

幅に削減する。併せて「思いやり予算（人件費を除く）」のゼロベースでの見直し

や、防衛庁調達コストの節約にも取り組む。

６．官房機密費、外務省機密費の削減等　　　　　　　　　　　　　　　　０．２兆

適切な改革が行われるまでの間、官房機密費は半減する。外務省機密費についても

同様に見直しを進める。また平成１４年度同様の節約に努めることとし、１４年度

補正予算における節減額を当初予算より削減する。

以上の歳出見直しによる節減される額は８．８兆円程度である。
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【重点配分項目内訳】
＝８．８兆円の重点配分を行い、１００万人の仕事を生み出す＝

１．『潜在需要』を掘り起こす　　　　　　　　　　　　　　重点配分額＝４．９兆

「人生８０年時代」「ハードからソフトへの転換」など時代の変化に応じ、今、国民

が求めているサービスを提供する。

　主要事業：　　グループホーム１万戸増設　　　…７４００億

　　　　　　　　学童保育充実（希望者全員入所）…　　８７億

　　　　　　　　「３０人学級」推進　　　　　　…　９６０億

　　　　　　　　居住空間倍増、住まいの質向上　…１６００億

　　　　　　　　里地・里山保全　　　　　　　　…　５００億

　　　　　　　　中小企業ＩＳＯ取得支援　　　　…　　３０億　　　　等

　　　　　　　　　　　　　　　以上の事業実施により、６９万人の仕事を生み出す

２．『将来不安の解消』を図る　　　　　　　　　　　　　　重点配分額＝０．９兆

日々高まる「将来の不安」は、国民の財布を一層固く閉ざし、消費の低迷を招いてい

る。年金・医療・介護の分野に重点的に資源を配分し、国民の不安を和らげ、消費の

活性化に結びつける。

　主要事業　　　医療費３割負担増凍結　　　　　…　４００億

　　　　　　　　介護保険国庫負担増　　　　　　…４０００億

　　　　　　　　障害者ホームヘルプ事業拡大　　…　　２８億

　　　　　　　　失業者生活支援基金拡充　　　　…　５００億

　　　　　　　　小児医療救急体制整備　　　　　…　　３６億　　　　等

　　　　　　　　　　　　　　　以上の事業実施により、１万人の仕事を生み出す

３．『仕事を生み出す』　　　　　　　　　　　　　　　　　重点配分額＝２．２兆

　生活基盤崩壊、人間としての尊厳喪失までも招来しかねないほど、雇用は重要であり、

緊急な課題である。国民の不安解消、より生活の質を高めるサービスの分野に眠って

いる多くの潜在的雇用を掘り起こすために、大胆な重点配分を行う。またこの分野に

円滑に人材が供給されるよう、学校教育、職業訓練、ミスマッチ解消にも全力で取り

組む

　　主要事業　　　国民負担無き雇用保険財政安定化…５０００億

　　　　　　　　　職業能力開発支援制度創設　　　…５０００億

　　　　　　　　　緊急地域雇用創出事業拡充　　　…１６００億

　　　　　　　　　地域労使共同による雇用維持　　…　　７６億

　　　　　　　　　高校新卒者資格取得支援　　　　…　２１０億　　　　等

　　　　　　　　　　　　　　　　以上の事業実施により、２６万人の仕事を生み出す
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４．『地域の個性を生かす』　　　　　　　　　　　　　　　（一括交付金額＝１５兆）

　価値観が多様化する中、潜在的需要そのものも地域によって大きく異なっている。政

府が統制的・画一的に対策を行っても、こうした需要を顕在化させ、新たなビジネスを

生み育てることはできない。地域にどんなニーズがあり、これを充たすためにいかに地

域の資源を活用するべきかをよく知っている地域に使い勝手の良い資金を交付すること

で、潜在的需要を掘り起こし、経済の活性化と地域住民の生活の向上を実現する。

　なお「一括交付金」は現在ある個別の補助金を統合するものであり、新たな財政需要

は生じない。

５．『必要な資金を循環させる』　　　　　　　　　　　　　　重点配分額＝０．８兆

　潜在的需要に対応した新しいビジネスを生み出すためには、その分野に円滑に資金が

供給されることが重要であり、不良債権処理はそのためにこそ不可欠。バブルに踊っ

た大企業と機動的な動きから新たなサービスに対応しやすい中小企業を明確に区分し、

特に中小企業に対して必要な資金が流れやすいシステムを作る。

　　主要事業　　　中小企業向け信用補完制度拡充　…６０００億

　　　　　　　　　再建途上中小企業向け融資制度　…　３００億

　　　　　　　　　政府系金融機関審査能力向上　　…　２００億

　　　　　　　　　中心市街地活性化推進　　　　　…　２８０億　　　等

以上の重点配分合計額は８．８兆。雇用増は１００万人程度である。

【重点配分と一括交付金の関係】

　既存の補助金は、制度として定着しているものが多く、一括化しても基本的には現在

の行政サービスは提供されるものと考える。一方、現在の危機的な経済状況に対応して

行う「重点配分」は緊急的なものであるため、当面は事業の性格が一括交付金に含める

べきものであっても、個別の補助制度として行う。「重点配分」によって仕事が生まれ、

経済が活性化する中で、経常的な事業継続の必要性の高いものについては、「一括交付

金」に含めていく。
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【歳入に関する説明資料】

１．民主党減税案

（１）ローン利子控除制度の創設（１兆円程度の減税）

住宅、自動車、教育費等を中心にキャッシュ・ローン以外のすべてのローンに係る利子

を所得控除する「ローン利子控除制度」を創設し、資産デフレを軽減すると共に、将来

的に金利が上昇した場合においても、消費を下支えする。（020822税制改革の基本構想）
⇒米国の所得税制度では２０世紀初頭より、消費者によるローンの支払い（自動車ロー

ン、クレジットカードローンを含む）について、所得控除できる制度があった。これは

個人の生活においても、企業と同様、利子を経費と見なしていたものと思われる。この

制度は米国が「双子の赤字」に悩んでいた８６年に、控除対象を住宅ローンに絞ったが、

現在でもなお米国の「住宅ローン利子控除制度（住宅ローンに支払った利子を全額所得

控除できる・借入金上限＝１００万ドル）」が大幅な優遇制度となっているのは、この

歴史的経緯によるものである。

（減税額算出）

⇒「キャッシュローン以外の全てのローン」の残高の把握が困難であり、また本制度導

入によって消費が活性化されるので、正確な減税額、或いは消費税増収との相殺額の算

出は困難。把握できる限りで算出すると減税額は約１兆円程度。

　　住宅ローン残高：１５３兆　……金利３％で仮定

　　その他ローン残高：１３兆　……金利５％で仮定

（２）住宅譲渡損失繰越控除制度の創設

○住宅譲渡損失の繰越控除制度の拡充（賃貸住宅住み替え時への適用）、譲渡損失を前

年度所得から控除できる繰戻還付制度を創設する。（021108経済活性化プラン）

（３）ＮＰＯ支援税制（減税額１００億程度）

⇒添付資料「ＮＰＯ支援策の強化・拡充について（メモ）」参照

（４）登録免許税手数料化（減税額７０００億程度）

○不動産取引等に係る登録免許税の定額手数料化、印紙税の廃止も含めた見直しを行う。

（021108経済活性化プラン）
（減税額算出）

⇒平成１３年度課税実績（土地分５８４７億・建物分１３３６億・合計７１８３億）に

基づき、手数料化（＝費用弁償）でほぼ税収が無くなると試算。

（５）研究開発等政策減税（減税額１．３兆程度）

○全産業を対象とした研究開発及び環境対策に対する政策減税の拡充及び恒久化。企業

の設備更新の促進に資する減価償却制度の抜本的見直しを行う。（021108 経済活性化プ
ラン）

⇒政府案並みを想定。

減税額内訳：研究開発減税（中小企業分除く）＝５４７０億

　　　　　　　　　　　設備投資減税（中小企業分除く）＝５２７０億
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　　　　　　　　　　　中小企業支援　　　　　　　　　＝２３００億

（６）連結付加税廃止（減税額７００億程度）

○連結付加税を廃止する。（021108経済活性化プラン）
⇒平成１５年度税制改正で廃止も議論されたが、結果的に存続することとなった。

（７）株式譲渡益課税ゼロ税率適用（減税額１８００億程度）

○日銀による株式購入は市場を歪めるものであり、容認できない。民主党は証券市場の

活性化、直接金融の拡大を図るため、株式譲渡益課税の時限的なゼロ税率適用、損益通

算範囲の拡大、繰越控除期間の延長を行う。あわせて公正・透明な市場を確立するため

に、「日本版ＳＥＣ」を設置する。（021108経済活性化プラン）

（減税額算出）

⇒平成１４年度税収見込額を基準に、全額減収とする。

（８）エンジェル税制拡充（減税額確定困難）

○売却損の損益通算範囲の拡大等エンジェル税制の大幅拡充を推進する。（021108 経済
活性化プラン）

⇒平成１４年８月現在、対象ベンチャー企業１６社、エンジェル数２４６名存在するが、

実際にエンジェル税制の適用事例は皆無＝極めて使い勝手が悪い。

（９）中小企業留保金課税廃止（減税額８００億程度）

○中小企業(同族会社)の留保金課税を撤廃する。（021108経済活性化プラン）

⇒政府案は自己資本比率 50％以下の中小企業について課税停止しており、これだ
と減税規模は初年度４２０億円。民主党案は中小企業基本法における中小企業全体

を対象としており、民主党案では減税額８３０億程度にする内容である。

（１０）環境税創設⇒別紙参照

（１１）国有財産売却収入（６０００億程度の歳入増）

⇒財務省によれば、すぐに売却可能な国有地は８０００億円分。このうち、３００

０億は平成１４年度内に売却するとしており、さらに平成１５年度予算においても

約３０００億の売却収入を既に計上している。よって残の２０００億を歳入に追加

計上可能。さらに莫大な財産を保有していることから、４０００億加え、６０００

億収入予定。

（１２）特定財源の一般会計取り込み（７０００億程度の歳入増）

⇒揮発油税（平成１５年度税収見込み：２．８兆）は、現在の制度下では、その３

／４を一般会計に繰入、残る１／４は道路整備特別会計に直入される（一般会計を

経ない）ことになっている。民主党案に従い道路特定財源を一般財源化することに

より、この直入分は当然に一般会計歳入となる。
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【歳出削減に関する説明資料】

（１）公共事業費削減（３．６兆円の削減）

　【一般会計の公共事業費内訳】

総額 内、一般会計支

出

補助金

内、特別会計繰入 その他

（一般会計直接支

出）

８兆０９７１億 ２兆８８７６億 ４兆００５０億③ 　１兆２０４５億①

　【特別会計の内訳】

特別会計公共事業総額 内、補助金 　その他

（特別会計直接支出）

　　６兆９６８８億 　２兆２４３０億②③ 　４兆７２５８億

①一般会計が直接支出する事業費は半額　⇒　１兆２０４５億／２　＝　▲６０２２億

②特別会計支出の補助金は全て「一括交付金」とするので、補助金支出相当分の一般会

計から特別会計への繰入の必要性はなくなる　　⇒　▲２兆２４３０億

③特別会計直接支出に充てられている一般会計からの繰入分（４兆５０億―２兆２４３

０億）については、一般会計直接支出同様に半減。　⇒　▲８０４５億(*1)

＊１＝（４兆５０億―２兆２４３０億＝）１兆７６２０億の内、空港整備特別会計に繰

り入れている１５３０億は別扱いとする。これは羽田沖合展開事業用の費用である。

結果的に削減額は

　　（１兆７６２０億―１５３０億）／２　＝　８０４５億

以上による削減額は以下の通り

一般会計直接支出の半減（①） 　　　６０２２億

特別会計への繰入支出の減（②＋③） ３兆０４７５億

合計額 　３兆６４９７億

（２）「一括交付金」創設による削減額（３．２兆削減）

　一般会計において「一括交付金」の対象となる見込み事業は、６７４件（予算書の「項」

ベース）、総額１５兆８４４３億。これを「町づくり」「教育」「社会保障」「農業・環

境」「地域経済」「その他」の６つの分野に大括りし、分野の範囲内で地方自治体が自

主的に事業を選択できることとする。これによって自治体職員の業務の過半を占める

と言われる補助金申請業務が大幅に簡素化でき、また事業の効率的執行（近接事業の

相互連携、地域の実情に即したコストの低減等）が期待できるため、当該一括交付金

の額を２０％カットする。（「一括交付金」については資料参照）
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主要経費別「一括交付金」対象補助金

　主要経費 　　対象金額

　社会保障関係費 　９兆４３９４億

　文教及び科学振興費 　３兆　１８０億

　公共事業関係費 　２兆６４７０億

　中小企業対策費 　　　　４９７億

　エネルギー対策費 　　　　　２６億

　食料安定供給関係費 　　　１２８７億

　その他の事項経費 　　　５５９０億

　合計 １５兆８４４４億

　削減額＝１５兆８４４４億　Ｘ　０．２　＝　３兆１６８８億

なお特別会計にも「一括交付金」対象の補助金が存在するが、当該補助金の２割削減分

は元々一般会計の負担ではないので、上記削減額には算入しない。

（３）特殊法人等向け支出の削減（１．２６兆削減）

民主党でとりまとめた「特殊法人改革案（０１年１２月）」に基づき、その後の状況の

変化（独立行政法人以降等）を勘案した上で、削減額を算出。

（４）国家公務員人件費・国会議員歳費削減（０．１兆程度）

　正確な算出は困難であるが、概算は以下の通り。

①国家公務員の定員増停止（３０００人）

　政府予算では、本年約５０００人の削減を行う一方で、３０００人の増員を予定して

いる。「一括交付金」の創設により霞が関官僚の事務も大幅に削減されること等を念頭

に、当該３０００人の定員増を停止し、配置転換により補うこととする。

　　　削減額　＝　平均給与　５００万円　Ｘ　３０００人　＝　１５０億

②指定職以上の退職金水準の見直し

　政府は退職金の官民格差（５．６％官僚が高い）の是正をめざし、１５年度において

最大１割の幹部職員退職金引き下げを行うとしている。これをさらに徹底し、平成１４

年度の国家公務員退職金予算額９２００億の１％削減を目標とする。

　　　削減額　＝　９２００億　Ｘ　１％　＝　約１００億

③異動手当見直し

　異動手当は物価が高い都市部と比較的安い地方の格差を埋めるための手当。実際には、

地方に転勤後も３年間は都市部における給与が保障（異動手当支給）となっているため、

政府からも善処を求める声が続出した（予算委員会・上田議員質問時）。これを１５年

度より見直すこととする。

　　　削減額　＝　約３００億円
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④国会議員歳費削減（１０億削減）

　１０％とカットとなっている国会議員歳費について、さらに５乃至１０％カットする。

以上、削減額合計　１５０億＋１００億＋３００億＋１０億　＝　５６０億

（５）官房機密費、外務省機密費の削減等（０．２兆）

　平成１５年度官房機密費　　１４．６億（前年度と同額）　⇒　半減で７億削減

　　　　　　　外務省機密費　１０．０億（対前年度▲１．５億）⇒半減で５億

　平成１４年度補正予算計上節約額（歳出の削減）＝　１７２０億

　　　　削減額合計　７億　＋５億　＋　１７２０億　＝　１７３２億
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民主党版「環境税」の概要
１．環境税について

（１）導入の意義

　地球温暖化を抑制することは、現在の世代に課せられた重大な課題。これを果たすた

めには、環境税の導入は「税収の使途のグリーン化」「国民の環境意識の向上」「化石燃

料の使用抑制・効率化」の観点から有用。また産業競争力向上も期待。

（２）課税対象・税率・税収

　石炭を含む化石燃料に対して、含有炭素トン当たり３０００円（ガソリン１Ｌ当たり

２円程度）の税率で課税し、約９０００億の税収を見込む。但し他に転換不能な原料炭・

ナフサ等の原材料に対しては課税しない。

（３）税収の使途

　一般財源とするが、導入の目的に配慮し、新エネルギー、省エネの技術開発、設備投

資、普及等に優先的配分を行う。

（４）現行制度との調整

○電源開発促進税は、既にその使途の一部が新エネルギーの開発等に充てられているこ

とから、１／３程度を環境税に組み替える。（税収中立）

○環境税導入によって相対的に原発が有利となることを避けるため、石油税の税率を１

／３程度引き下げる。（減収額見込み：１６００億程度）

○現在の非課税である石炭については、激変緩和措置を設ける。

２．自動車関連諸税の整理合理化

（１）自動車重量税の暫定税率廃止

　自動車重量税の暫定税率を廃止し、本則に戻す（減収見込み：国分＝３６００億、地

方分＝１２００億）。また従来運用で道路整備財源とされていたが、これも一般財源

化を行う。

（２）自動車取得税の廃止

　消費税と二重課税となっている自動車取得税は廃止する（減収見込み：地方分＝４５

００億）

３．道路特定財源の一般財源化

　国における特定財源制度（揮発油税、石油ガス税）、地方における特定財源制度（地

方道路税、軽油引取税）はいずれも廃止し、すべて一般財源とする。なお上記４税の

暫定税率はいずれも維持する。

（参考１）税収見込み

国分　　増収　環境税創設　　　　　　　　　　＋９０００億

　　　　減収　自動車重量税暫定税率廃止　　　▲３６００億

　　　　　　　　　　　　一般会計分差引　　　＋５４００

　　　　　　　石油税率引き下げ　　　　　　　▲１６００億

　　　　　　　　　　　　　　　　　差引　　　＋２４００億

背景資料（ H14.8 閣議決定に基づ
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地方分　減収　自動車重量税暫定税率廃止　　　▲１２００億

　　　　　　　自動車取得税廃止　　　　　　　▲４５００億

　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　▲６１００億

　なお自動車重量税の算定にあたっては、現在政府が提案している「地方譲与割合かさ

上げ」は見込まず、現行制度によって算定している。

（参考２）環境税収の使途

　環境税創設による税収（９０００億程度）は、その創設目的等により、地方の道路整

備費用として充当可能な「町づくり一括交付金」及び太陽光発電、燃料電池等新エネル

ギー開発・普及の財源に充てることとする。
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民主党版「一括交付金」の概要
１．趣旨

「一括交付金」制度は、０１年５月に民主党の政策として正式に決定された制度であ

り、その前段階として０１年通常国会には対象を公共事業関係に絞った「公共事業一括

交付金法案」を国会に提出している。

趣旨は、現在の個別補助金制度では霞が関の作った基準に縛られ地域の実情に沿った

事業の実施が困難なこと、また実際の事業選択においては霞が関の「箇所付け」が優先

され、真に地域が必要とする事業を優先できないことなど国民の貴重な税金が、有効に

活用されていない状況を改善すること。さらに将来の税源移譲に向けて、地域の政策能

力、住民への説明能力の向上を図るとともに、実際の税源移譲の際には「一括交付金」

を、地域間財政調整の財源とすることも念頭に置いている。

２．概要

　現在ある地方自治体向け個別補助金（一般、特会あわせて約２０．４兆円）を原則と

して全廃し、下記の５つの分野の大括りにして、自治体に交付する。自治体においては、

分野内での事業選択は自由に行えるものとする。

　①まちづくり一括交付金

主として社会資本整備関係に充てる交付金

②教育一括交付金

教員の給与、教育施設、生涯教育等に充てる交付金

③社会保障一括交付金

　　　医療保険、介護保険、社会福祉施設の建設・運営費等に充てる交付金

　④農業・環境一括交付金

　　　農業構造改善を含む農業支援、環境保全に充てる交付金

　⑤地域経済一括交付金

　　　地域の産業対策、雇用対策に充てる交付金

　⑥その他一括交付金

　　　上記５分野のいずれにも属さない分野の事業に充てる交付金

（一括化対象除外）

国政選挙事務等の「委託費」については、一括交付金から除外する。又、生活保護等、

国が保障すべき最低限のナショナルミニマムに係わる補助金については一括対象から

除外し、今後国が全額を負担する制度へと改める。

（配布額）

各自治体の５区分ごとの配分額は、一括交付金制度創設前直近５年間の区分ごとの配分

額の平均額を基準とし、これより２割減額する。

（チェックシステム）

「一括交付金」を受けた自治体は、交付を受けた翌年度の８月までに議会の承認を受け

た上で、報告書を国に提出しなければならない。国は用途外使用の疑いがある時は当該

自治体に説明を求めることができ、実際に用途外使用であった時には、「一括交付金」

の返還を請求することができる。

背景資料（ H13.5 閣議決定に基づ
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３．民主党予算案における「一括交付金」の額

（１）配分額

一括交付金名称

従来の補助金を一

括化した額

（２割削減後）
その他の事由によ

る増減額

　　合計

町づくり 　２兆９７０９億 　(*1)６１００億 　３兆５８０９億

教育 　２兆４１４４億 　　　　　― 　２兆４１４４億

社会保障 　７兆５２４５億 　　　　　― 　７兆５２４５億

農業・環境 　１兆２９０３億 　　　　　― 　１兆２９０３億

地域経済 　　　１０２０億 　　　　　― 　　　１０２０億

その他 　　　　９３５億 　　　　　― 　　　　９３５億

　　合計 １４兆３９５６億 　　　６１００億 １５兆００５６億

＊１＝環境税の導入とあわせて、「自動車重量税暫定税率廃止」「自動車取得税廃止」を

実施するため、地方の道路整備財源が縮小することとなる。当該６１００億円は、

この減収分の補填額である。

（２）「一括交付金」から除外した補助金の例（除外総額：２．３兆）

○国が直接責任を負うべきもの

例）生活保護費補助金、拉致被害者等生活相談等事務委託費、

不発弾等処理交付金、外国人登録事務委託費、原爆被爆者医療費等

○交付先が限定されており、一括交付になじまないもの

例）災害救助費負担金、アイヌ伝統等普及啓発等事業費補助金等

○特定の財源によって交付されている補助金

例）電源立地促進対策交付金、生涯職業能力開発事業等委託費等



- 21 -

（別紙）

民主党予算案に関する説明

○政府予算案の税収見込みについて（ 【歳入内訳】注１）

　政府は、平成１５年度経済見通しを名目成長率は▲０．２％、実質で＋０．６％を見

込んでいるが、政府の予算案ではこの成長率は実現できず、また税収見込みを達成で

きないものと考える。そもそも政府の税収見込みはかなり甘めの見積もりであり、達

成は覚束ない。

　民主党案は、税収見込みにおいて政府税収見込みを算定の基礎としているが、これは

雇用重視の民主党予算案によってこそ、実現できるものと考える。

○公共事業費について（ 【歳出削減内訳】注２）

　公共事業については、単に事業量の縮減のみで事業費を削減するだけでなく、入札制

度の抜本的な見直しや事業費に含まれる間接経費（事務費）の適正化、さらには効率

的な事業実施によるコストの引き下げ等を通じて、実現する。

○公務員制度の見直しについて（ 【歳出削減内訳】注３）

１．補助金の一括交付化によって、地方公務員はもとより、霞が関官僚の事務の大幅な

削減が実現できる。過剰となる分野の公務員を、チェック型行政への転換等に伴い

人員が必要となる分野に大胆に配置転換を進める。政府予算案にあるような国家公

務員の定員増は認めない。

２．民主党の予算案では、例えば労働職員、税務職員、刑務所職員など拡充が必要な分

野の増員は、今の公務員の配置転換することで対応する。このような工夫の中で「食

品Ｇメン」「環境モニター」などを創設し、新たな財政負担を生まずに、社会のニ

ーズに応えていく。

３．さらにＩＬＯ勧告を踏まえ、平成１６年度には公務員制度を抜本的に改める。

○政治主導で予算編成（編成プロセスの改革）

○「予算の構造改革」を実現するためには、予算編成プロセスを抜本的に見直すことが

不可欠。下からの積み上げ方式では、大胆な改革を実現することは不可能。

○民主党は、政治主導の予算編成を実現する。内閣（＝政治）が予算の大枠を重点的な

配分先を定め、ついで省庁別の配分額を定め、そして各大臣が各部局毎の配分額を決

めることによって、時代や国民のニーズに即した柔軟な予算を編成する。


